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　In this paper, first, the general picture of mergers in US universities was confirmed from various statistics and the Chronicle of 

Higher Education News. The results revealed that not all mergers have been successful. Although there have been a considerable 

number and various combinations of mergers in the United States, some have not succeeded; for example, not all resulted in 

mergers, and in some instances, the merged institution was closed. 

　Subsequently, three typical cases were examined in detail: the Georgia State University System as a consolidation of state 

universities; Harvard University’s absorption of Radcliffe College as a merger of women’s colleges; and Purdue University’s 

acquisition of Kaplan University, a for-profit institution, which as a merger transcended the type of institution. 

　The case of the state universities and the acquisition of Kaplan University demonstrate that although a merger itself can be 

promoted from the top down, this does not necessarily guarantee success. Rather, the success of the project depends on the 

following aspects: whether different missions and cultures can be integrated successfully, whether communication and processes 

to achieve this have been carefully implemented, and whether the leadership needed to achieve these goals has been demonstrated. 

The merger of Harvard University and Radcliffe College was a lengthy process despite the shared roots of the two institutions 

because they needed to resolve such issues.
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１．はじめに

　日本では大学の合併に対する関心が急速に高まって

いる。一方では経営難に陥った大学・短大への救済策

として，他方ではより強い大学を作るための経営手段

の一つとして，合併に関する関心はかつてないほど高

まっているといえる。本研究の目的は，大学の合併に

ついて多くの実践例が存在するアメリカの大学の状況

について検討することで，日本の大学に対する視座を

得ることである。政策的に大学の合併を検討・誘導す

る事例もあるが，日本の大学はあくまでも合併は大学

の判断が基本になる。アメリカの多様な合併事例を丁

寧に検討しておくことの意義は大きい。

高等教育政策においては，大学同士の連携や合併を

促進するための議論が行われ（中央教育審議会 
2018），大学等連携推進法人制度の創設のほか，国立
大学の一法人複数大学，私立大学の学部単位等での事

業譲渡が提案され，制度化し，具体事例も出てきた。

国立大学では，2012年「大学改革実行プラン」でアン
ブレラ方式として提案され，将来構想部会等での議論

をふまえ，2021年５月の国会において「国立大学法人
法の一部を改正する法律」が成立し，国立大学による

機構設立が認められ，第１号の事例として，2020年に
東海国立大学経営機構，名古屋大学と岐阜大学の経営

統合が行われた。公立大学でもこれまで多くの統合が

行われてきたが，2022年には大阪公立大学という府
立，市立の設置者を超えた合併（上山 2015）も行わ
れる。私立大学（厳密にいえば学校法人）では1989年
から2018年までに大学法人同士の合併は12件，2021
年まで加えると15件と数は限られているが，一定の合
併が行われている。学部譲渡の新制度が作られ，2020
年には関西国際大学と神戸山手大学がそれを活用した

第一号の事例となった（濱名 2019）。国立大学を中心
に戦後の動向を整理した羽田（2002），私立大学同士
の合併事例についてインタビュー調査からその共通点

を探った研究もあるものの（両角 2016），日本でもこ
れまで設置形態を問わず，一定数の合併が行われてき

たにもかかわらず，本格的な実証研究はかなり限られ

ている。合併事例がアメリカと比べれば少ないため

か，いかにして合併は実現したのかというプロセスへ

の関心が高く，合併後の大学がいかにその後の教育研

究や運営を軌道に乗せていったのかを検証するタイプ

の研究は今のところ皆無に等しい状況にある。

ヨーロッパ（小林 2013），中国（黄 2002），韓国（井
出 2010）など諸外国でも大学の合併は多く行われて

おり，多くの研究も行われている。「大学の合併は日

常」（小林 2013）と評されるアメリカについてはどう
か。喜多村（1989，1990，2001），岩崎（2003）らに
よって検討が行われてきた。特に喜多村は，アメリカ

では人口動態の増減に直接的にかかわりなく，大学・

短大の生成淘汰現象（統廃合等）が継続的に行われ，

豊富な事例が存在するとして，全体の動向や特徴的な

事例の紹介を行った。経営難からの閉校や合併，公立

移管などが少なくないため，1980年代ごろから「大学
のつぶし方」についても多くのガイドラインや書籍 
（O’Neil & Barnett 1980など）があることが紹介されて
いる。

アメリカの大学の合併の原因でよく挙げられるの

は，財政難による経営の破綻と学生数の確保の失敗で

あり，閉鎖・合併に陥った大学・短大の特徴は，小規

模（学生数1000人以下），無名で基本財産を持たない
授業料依存型の新設の短大，または教養中心のリベラ

ルアーツカレッジや宗教系大学という特徴があり，逆

に強い大学は私立よりは公立，立地条件がよいこと，

適当な額の基本財産を有していること，設立年数が古

いこと，威信のある大学院を持っていること，等々が

指摘されている（喜多村 1989）。また，1990年代以降
は従来のような破産回避を目的とした伝統的合併と異

なり，相互共栄型戦略としての合併という積極的で，

創造的な経営戦略としての吸収や合併も盛んになりつ

つあるという（喜多村 2001）。小林（2013）でも一部
の事例が紹介されているものの，日本での関心の高さ

に反して，近年はアメリカの大学の合併に関する目

立った検討は行われていない。

アメリカでは学術論文のみならず，INSIDE Higher 
ED（2018）やTIAA（2017）などの教育系コンサルティ
ング会社によって合併の成功要因がまとめられた報告

書もいくつか出ている。日本の私立大学の場合も，

2007年以降，経営状態が自己判断できるようにイエ
ローゾーン，レッドゾーンを示す財務指標等が作成さ

れているが，アメリカ版の閉鎖や合併のリスクを示す

指標の検討は研究者（Zemsky他 2020）やコンサルディ
ング会社（TIAA 2017）などによって多数行われてい
る。たとえば，TIAA（2017）では機関の強さとして
入学者規模（1000人未満），オンラインプログラムの
未発達，収入面で授業料増加率（８％以上），授業料

割引率（35％以上），授業料依存率（85％以上），財政
面の指標としてエンダウメントとその年支出が３：１

以下，支出に占める負債割合（10％以上）といった大
学で閉鎖リスクが高いが，合併という行為は，相当の
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痛みを伴うもので，簡単ではないことを指摘してい

る。また合併は経営の効率化やコストの削減を求めて

行われることが多いが，合併すること自体，様々なコ

ストがかかることも強調されている。また，Azziz et 
al.（2019）は，アメリカの大学の合併を成功させる要
素として，７点を指摘している。リーダーシップに関

して，「状況を理解し積極的に関与する統治機構」「適

切なリーダーシップ」，コミュニケーションに関して

「説得力がある統合されたビジョン」「適切な切迫感」

「頑強で幅広いコミュニケーション計画」，プロセスに

ついて「強力な計画遂行システム」「統合のための充

分な資源」を挙げている。合併に至るまでには，トッ

プダウンで進めることも可能だが，その後に順調な発

展を遂げるかどうかという観点で，これらの項目が重

要であることは言うまでもない。

様々な形態の合併・連携を考慮に入れるなら，機関

同士の合併，教育課程の譲渡（program transfer），コ
ンソーシアム，資源共有のための連携（affiliation）な
ど様々にあるが，本稿で検討するのはあくまで合併の

ケースである。また，合併のみに焦点を当てても，そ

こには様々なバリエーションがあり（Harman & 
Harman 2003），合併を意味する言葉として，１機関が
他機関を吸収する合併（merger），２以上の機関が統
合し，新しい機関を形成する統合（consolidation）な
どある。ただ，これらを含めたより広い概念として，

合併（merger）という言葉が使われることが一般的で
あり（小林 2013），本稿では基本的に「合併」という
用語を用いる。

以下では，アメリカにおける大学の合併の概要（第

２節）に触れた後，全米大学新聞等でどのように扱わ

れているのかを検討し（第３節），全体像をつかむ。

そのうえで，アメリカの大学に典型的な事例３つを取

り上げて，詳述する（第４節）。一つは州立大学同士

の統合であり，近年，複数の州で経営の効率化等をね

らい，州内の大学の統合を実施・検討が行われており，

例えばアラスカ，ミネソタ，コネチカットの事例につ

いて検討したNCHEMS（2021）などもあるが，その
中でもうまくいった合併事例として，ジョージア州立

大学について触れられており，ここではジョージアの

ケースについて取り上げる。第二の事例は，女子大学

の合併事例である。アメリカでは男女別学制度に基づ

いて設立された女子大学が比較的最近まで存続してお

り，女子学生の共学大学への進学が増加する中で，次

第に入学志願者が集まらない女子大学が増えて合併が

行われることが多い（小林 2013）。その一つの典型例

として，ハーバード大学とラドクリフカレッジの合併

を取り上げる。第三の事例として取り上げるのは，州

立の研究大学であるパデュー大学が営利大学のカプラ

ン大学を買収した事例である。アメリカでは公立と私

立など設置者を超えた合併も行われている。州立と営

利大学の合併はアメリカでも多くはないが，アメリカ

らしい事例として検討した。そのうえで，アメリカの

事例からの示唆について考察を行う。（両角 亜希子）

２．アメリカにおける大学合併の概要

本節ではアメリカにおける大学合併の現状について

整理した。アメリカの大学の合併数に関する公式統計

はなく，正確な件数は不明であるが，1830年から現在
までに201件の大学合併がなされた（図１）２。1920年
代後半頃から徐々に合併数が増加し，1970年代以降
は年あたり２件の推移となり，2010年代前半は37件
と急増した。2000年以降の大学合併数は累計99件と
なり，約半数を占める。2015年のMoody’s reportによ
ると今後，小規模大学の閉鎖率は３倍，合併数は２倍

になるという予測もなされている（Woodhouse 2015）。
どのような大学同士で合併は行われているのであろ

うか。ここではRicard et al.（2019）の2000年から2016
年に合併された高等教育機関99件をリスト化し，その
属性について調べた結果（文末の付表）をもとに検討

する。まず設置主体別（州立，私立（非営利），私立（営

利））について（表１），私立（非営利）機関同士の合

併が48件と最も多く，次に州立機関同士の合併が33件
と多かった。州立大学の合併も増加しているのは近年

の傾向である。興味深いのは異なる設置主体間での合

併が16件あり，州立と私立，営利と非営利など，設置
主体を超えた合併も少なからず行われている。学校種

別（総合，単科，職業）については（表２），総合大

学と単科大学の合併が39件と最も多く，次いで，職業
大学同士19件，総合大学同士18件，単科大学同士16件
となっている。また，合併が行われた州に着目すると，

同一州内での合併が99件中78件であったが，州を超え
た合併も21件行われている。合併後機関が設置されて
いる州は，ジョージア州が13機関と最も多く，その後，
カリフォルニア州（８機関），マサチューセッツ州（７

機関），ニューヨーク州（７機関）と続き，都市部で

の合併が多い。合併を検討する際に立地条件は重要で

あり，大学数の多い都市部において合併への検討機会

が多いと考えられる。ジョージア州が多い理由は4.1に
て検討するが，州主導で機関合併を促し，州内の高等
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教育機関システムを再構築した影響である３。合併後

機関を2018年版カーネギー分類の基本分類に突合した
結果，大学院課程を有する大学群が全体の半数を占め

ていることが読み取れた（表３）４。中でも博士課程大

学群は32機関であり，博士課程を有する研究大学の合
併が多い。他方，小規模リベラルアーツカレッジ同士

での合併も一定数存在し，合併後も２年制大学を維持

しているケースもみられる。

以上，近年の傾向を確認した結果，必ずしも同一設

置主体だけでなく，州立機関と私立機関，営利機関と

非営利機関などの設置主体を超えた合併や，同一学校

種を超えた合併，州が主導して私立大学を巻き込んだ

合併など多様な形態での大学合併が行われていると言

えるだろう。（中村 智治）

３．全米大学新聞からみた大学合併

3.1　目的・作業方法
　アメリカの大学合併について，その詳細を把握する

ため，どのような合併ケースがニュースとして取り上

げられ，またニュース記事の内容や記事数がどのよう

な推移を見せているのかについて分析を行った。作業

方法は，高等教育に関するアメリカ最大のウェブ

ニュースサービス 全米大学新聞（The Chronicle of 
Higher Education）を利用し，「merger」という単語を
含む記事を検索した。検索によって該当した記事につ

いて，個々の大学合併に関する内容を「事例」，大学

合併に関する全体の傾向や合併の要因となる高等教育

情勢などを解説する内容を「概説」，大学合併と直接

は関係のない内容を「非該当」として分類した。調査

の結果，「merger」という単語を含む記事は1,003件あ
り，最も古い記事は1976年９月13日配信で，最新の記
事は2021年７月６日配信までを確認した。このうち，
①事例記事は227件，②概説記事は43件，③非該当は
733件であった。

図１　アメリカの大学合併数の推移（５年ごと）
出典： Martin et al. 2017:247-57，Ricard et al. 2019:209-11，及びウェブサイトを基に筆者作成 (https://www.liquisearch.com/list_of_university_

and_college_mergers_in_the_united_ states, https;//www.chronicle.com/)

表１　2000年ｰ2016年　合併機関数（設置主体別）

表２　2000年ｰ2016年　合併機関数（学校種別）

表３　合併後機関の2018年版カーネギー分類別機関数
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3.2　調査結果

年別記事数の傾向

　上記作業で得られた①事例記事227件，②概説記事
43件の配信年別記事数の分布は図２のとおりである。
傾向として，2000年代前半にやや記事が多くなって
いることがわかる。前節で示した合併件数の推移と比

較すると，実際の合併件数は2010年～2014年に37件
とピークを迎えているが，同期間の記事数は23件とや
や落ち着いている。５年単位で記事数を見ると，最も

多いのは2000年～2004年に72件，次いで2005年～
2009年に67件が配信されている。実際の合併件数と記
事数の隆盛時期が一致しないのは，例えば，学生や教

職員が合併案に反対している，あるいは一度合併を断

念後に再度合併を検討しているといったように，話題

性が多い合併案件があると記事が増えるという，

ニュース記事の特性によるものと考えられる。また，

2000年以降の合併記事数が急増し，2010年以降に記
事数が落ち着いていることから，この時期には合併の

話題が特別なことではなくなりつつあり，改めて記事

にする程に話題性のある合併案件が減ってきたことも

考えられる。

事例記事から見た傾向

　上記作業で得られた事例記事227件すべてについて
目を通したうえで，検討開始や計画の進捗など合併の

前段階の様子を報じる記事を「合併前」，合併後の状

況を報じる記事を「合併後」，合併計画が中止あるい

は合併合意の解消を報じる記事を「中止」，合併計画

承認後に学生が起こした抗議活動など，いずれも該当

しない内容を「その他」として細分化し，その内訳を

確認した。その結果，合併前159件，合併後28件，中
止30件，その他10件であった。合併後に比べ，合併前
の記事が極端に多いことが分かる。これは，合併計画

の公表などインパクトの強い記事が取り上げられやす

いという要因も考えられるが，一方で合併前の情報が

比較的公になりやすいというアメリカ特有の事情とい

う見方をすることもでき，注目に値する。なお，合併

計画は，合併の検討や合併協議の開始など早い時期に

公表されているものから，大学同士の合併合意や州議

会の承認（州立大学）といった合併決定の段階で公表

されているものに至るまで様々であった。中止につい

て，記事数の多寡に対する評価が難しいが，事例記事

数全体の約13%を占めることを踏まえると，合併協議
が活発に行われていた証左として捉えることができる

のではないだろうか。

　配信年別にこの内訳を示したのが図３になる。

2000年から2003年にかけて合併前記事数が急増して
いることがわかる。概説記事の内容によると，この時

期は景気の悪化を受けて，州立大学の授業料が値上げ

されたり，信用格付機関から多くの大学が財務上の理

由によって閉鎖または合併の可能性について警告され

たりと，大学を取り巻く外部環境が厳しいものだっ

た。また，2001年および2002年は合併中止の記事も

図２　年別にみた大学合併に関する記事数の推移
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多い。これは，経営上の危機に直面している大学が多

い中で，合併を実現することは容易でないことを示し

ている。2004年は件数が落ち着き，2005年から2007
年にかけて再び増加している。2004年６月の概説記
事で，縮小，合併，閉鎖における教員の処遇の問題に

ついて取り上げられているが，この時期は合併計画に

対する教員・学生の反対や合併後におけるガバナンス

の問題に関する記事を確認でき，合併における問題が

顕在化していたと考えられる。2010年から2011年で
合併前記事が激減しているが，概説記事も少なく明確

な原因は分からない。一方で，2011年３月の概説記事
では，世界大学ランキングの観点から小規模な大学同

士の合併や大学と研究機関の合併を奨励する政策が取

り上げられている。2012年は合併前記事７件が配信
され再び急増しているが，そのうち５件は合併への反

発が強く起きるなど注目度の高かった同一の大学事例

に関する内容であった。また，2019年の合併前記事が
多いが，これも８件のうち５件が同一の大学事例によ

るもので，合併計画発表から学内の混乱が生じていた

内容だった。奇しくも2018年10月の概説記事では，合
併を検討する前に見直すべきことについて解説され，

安易な合併に警鐘を鳴らしていた。

　次に，合併に関するキーワードを客観的に抽出する

ために，事例記事227件の記事本文についてKH Coder
（樋口 2014）を用いたテキストマイニングによる対応
分析を行った。対応分析は「事例記事本文×５年単位

による配信時期」，「事例記事本文×事例記事内訳」の

２種類で分析した。結果はそれぞれ図４と図５の通り

である。単語の頻出度はバブルプロットの大きさ，外

部変数は四角で表現される。また，出現パターンに特

徴のない語ほど原点（0,0）付近に位置し，外部変数
を特徴づける単語ほど当該変数に近い場所へプロット

され，とりわけ高く特徴づけられる単語は原点からよ

り離れてプロットされる（樋口 2014）。
　図４から，2001年から2005年にかけては「financial」
「tuition」「small」が特徴的であり，財務と授業料の問
題が大きく，「small」からは特に小規模大学が合併に
多く関わっていたことが推察される。2016年以降は，
「Hampshire」「JERSEY」「Georgia」など固有名詞が多
く登場し，この時期は話題性に富んだ同一の事例が記

事によく取り上げられていたことが示唆される。図５

からは，合併前は大学名や地域の固有名詞とともに

「state」「budget」「tuition」の要因が特徴づけられてお
り，特に州立大学が合併を検討する動機として，予算

と授業料の関係によるものが多いと考えられる。また

合併後の報道の傾向としては，「accreditation」がある
程度の頻出性を見せるが，合併にaccreditation（適格
認定）が関係することも，アメリカ特有の事情として

興味深い。例えば，2005年には，財政難を抱えたThe 
Native American Educational Services （NAES） College
が，East-West Universityと合併の合意をとりつけてい
たものの，２校の合併により新たな教育機関となるこ

とで，East-West Universityは全てのプログラムの再認
証が必要になるとの通知を認証機関から受け，合併解

消となったと報じられた（Bollag 2005）。なお，
「financial」が各外部変数の位置から，ほぼ中央にプ

図３　事例記事の内容別推移
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ロットされているが，財務の問題が合併における共通

のキーワードであることを示唆している。

合併に至らなかった事例

　アメリカでは，合併前の情報も比較的公になりやす

いという特徴を挙げたが，ニュース記事ならではの情

報として，合併に至らなかった事例についても，その

経緯を窺い知ることができる。合併中止の記事数が多

い2001年～2002年の事例を調べてみると，例えば，イ
リノイ州のNational-Louis University（私立）とRoosevelt 

University（私立）の合併案については，National-Louis 
Universityの財政難を理由に，両大学の評議員数人との
間で初期段階の会談が数回開かれた後に，両大学の理

事会において合併反対が多数派を占めることが明らか

になり，合併検討中止に至ったとの記事があった（Van 
Der Werf 2001）。
　また，バーモント州にあるリベラルアーツカレッジ

であるGoddard College（私立）は，財政難のために他
の教育機関との合併の可能性を検討していたが，同大

学の評議会はそれを断念し，代わりに多額の費用を要

する学部生向け全寮制プログラムを終了することを決

議したとの記事があった（Basinger 2002）。Goddard 
Collegeは複数の大学に合併を打診していたが，いず
れの相手先大学も，Goddard Collegeが売りにしている
成人教育と非居住型（nonresidential）プログラムにし
か興味がなく，加えて，Goddard Collegeが数百万ドル
もの修繕費用を要する老朽化した施設を抱えているこ

とから，こうした負債を引き取ることに難色を示した

ために，合併は実現しなかった。その後，Project 
Renaissance Goddard Committeeという委員会が組織さ
れ，全寮制プログラムの存続や財政健全化に向けて検

討が続けられたが，そこに大学教職員だけでなくキャ

ンパスの地域住民も参画した点もこの事例において注

目すべき点と言える。

　合併の失敗で閉鎖に至った事例もある。マサチュー

セッツ州にあるMount Ida College（私立）もまた，財
政難を理由に合併を検討しており，Lasell Collegeと調
整が進められたものの，結果として合併に至らず，

Mount Ida Collegeは閉鎖することとなった。合併に至
らなかった理由としては，両大学が立地するボストン

は大学の選択肢が豊富な地域であり，両大学は学生を

獲得するために競合していたことが挙げられている。

同大学が2018年４月に突然閉鎖されると，約1,400人
の学生・教職員は所属を失ったが，その後，元学生グ

ループが大学に対して，契約違反や閉鎖に関する情報

開示が不十分であったことなどを理由に訴訟を起こし

ている（Carlson 2020）。このように，合併に関連して
起こされた訴訟については，事例記事227件のうち11
件あり，合併前段階での訴訟が９件，合併後の訴訟が

２件であった。（黒田 有紀，長井 総之介）

図４　対応分析：事例記事本文×外部変数（５年単

位による配信時期）

図5　対応分析：事例記事本文×外部変数（事例記事
内訳）
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４．合併事例の検討

4.1　ジョージア州立大学の事例－州立大学同士の合
併

　「公立学校の統合は不可能に近いくらい困難である」

（Seltzer 2018）と言われる中，ジョージア州立大学
The University System of Georgia（以下USG）では2011
年から現在までに18大学（９ペア）の統合を次々に行
い，大学数を35から26に減らした。これは「Georgia
州の実験（Georgia Experiment）」とも呼ばれ，大学合
併の成功例として頻繁に参照されるが，その詳細を報

じたものは少ない。本稿ではUSGの大学統合が行わ
れた背景とその全体像の概要をまず述べ，次に統合に

よる効果について様々な点から検討する。

背景

　USG内の大学統合は，1993年頃にはすでに議論さ
れていたが（Mercer 1993），一気に進み始めたのは
2008年のリーマンショックとそれに続く大不況（Great 
Recession）の終盤，2011年６月にUSGのChancellorに
就任したハンク・ハッカビー氏が，同年11月に「６つ
の原則」を公表してからである（University System of 
Georgia 2011）。2012年１月には８大学を２つずつ統
合する案が公表され，2013年１月までに完了した。そ
の後，2013，2015，2017年にも新たな統合ペアが公
表され，すべておよそ１年で完了している（表４）。

これ以上の統合ニュースはUSGのホームページ上に
ないことから（University System of Georgia 2017），
USG内の大学統合はとりあえず一段落と推測される。
　一般に大学合併は，学生数の減少（見込みを含め）

や州政府財政悪化に伴うコスト削減などが動機付けに

なることが多い。しかしUSGの大学統合は様子が異
なる。まず，ジョージア州の高校卒業人口は増え続け

ており（2017年の104,000人から2025年には112,000人
になると予想されている），USGの入学者総数も増加
傾向である。州補助金も2012年の17億ドルを底値とし
て，2020年には26億ドルまで回復してきている。
　USGの大学統合「６つの原則」では，統合の最重
要目的は「教学の強化による地域への貢献」とされて

おり，「コスト削減」は前面に出されていない。これ

は後述するように，統合で節減されたコストの使われ

方にも表れている。なおジョージア州では，Technical 
College System of Georgia内でもやや先行して2009年か
ら統合が進み，2015年までに33のTechnical Collegeが
22大学まで減っている。

USGの大学統合６つの原則（2011年11月公表）

１．学生が教育到達度を上げる機会を増やす
２ ．大学への通いやすさ，地域のアイデンティティ
と一体感を改善する

３ ．教育の受けやすさを適正化しながら，教育プロ
グラムの重複を避ける

４．規模と範囲の経済を追求する
５．地域経済を発展させる
６ ．学生サービスレベルの質を維持しながら合理化
する

統合対象大学の選び方から見る，統合の考え方

　統合された18大学（９ペア）の概要を表４，図６に
示す。統合ペアの大学サイズや機能はまちまちである

が，地域的にかなり近く，お互いの大学間で転学や単

位互換，共同授業など，統合前から緊密な協働関係の

あったものが多い。共通点を持つもの同士を統合する

と「規模の経済」が期待される。Waycross Collegeと
South Georgia CollegeはUSGで最小のAssociate’s Colleges
同志であった。Macon State Collegeは軍と関係が深く，
Middle Georgia Collegeは航空科学の課程を持つという
類似性があった。医学系単科大学であるGeorgia Health 
Sciences University は看護や保健専門職養成課程を持っ
ている総合大学のAugusta State Universityとの統合が進
め ら れ た。Abraham Baldwin Agricultural Collegeと
Bainbridge State Collegeは双方とも農業に強かった。
一方，相補的なペアの統合では「範囲の経済」が効

き や す い。 例 え ばGainesville State CollegeとNorth 
Georgia College ＆ State Universityが統合後に学生数を
順調に増加させた要因を探る事例研究（Boling 2017）
は，Gainesvilleが主にリベラルアーツの準学士を，
North Georgiaが教育，文学，芸術，理学，心理学など
リベラルアーツと関連の深い幅広い分野やビジネスや

医療等で，主に学士と一部修士を出す大学だったため

に，統合により一大学のもつ学位の幅や学修機会が広

がるという「範囲の経済」が働いたと指摘している。

North Georgia側はかねてからキャンパスの手狭さに悩
んでおり，統合により成長の余地を確保したことも大

きかったようだ。

　９ペアのうち統合後も順調に学生数を増やしている

もう１ペア，Kennesaw State Universityも，幅広い分野
で学士，修士，一部博士を出すKennesawと，工学関
連分野で主に学士を出すSouthern Polytechnicの合併と
いう，上述とよく似たパターンである。

　Albany State UniversityとDarton State Collegeの統合
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は，前者が黒人大学（Historically Black College and 
University: HBCU）という特殊条件があった（後者は
非ヒスパニック系の黒人と白人が半々）。他州では

HBCU同志，あるいはHBCUと他の大学の合併の失敗
例が数多く報告されていたし，USGも当初はHBCUを
統合対象にしないと述べていた（Kelderman 2012）。し
かし両者とも学生数の減少が続き，Albanyでは財務上
のスキャンダルや学修プログラムの大幅閉鎖が起こる

など，状況は悪かった。統合への反感に対し，USGは
統合後の大学名をAlbany State Universityとし，学長も
統合前のAlbany側の暫定学長のDunning氏をそのまま

据えるなど，規模の小さいAlbany側にかなり配慮し
た。それでもDunning氏は，「統合の話し合いはとにか
く大変だった。」と懐述している （Macintosh 2021）。

統合の効果

　続いて統合の効果について検討する。第一に，統合

により学生が増えるわけではない。統合された18大学
（９ペア）と統合しなかった大学の秋の学生総数の

2006年～2020年の推移を見ると，統合した大学は統
合が始まった2012年頃からむしろ停滞している 。統
合していない大学の学生数の伸びの大部分は，

Georgia Institute of Technology（2006年17,962人→2020
年39,771人）と2006年設立のリベラルアーツCollege
である，Georgia Gwinnett College（同118人→11,627人）
の影響である。中でもGITの学生数増加は顕著で，
STEM教育の人気をうかがわせる。
第二に，教学は改善している。統合前後で授与され

る学位数やそのレベルは改善した。統合された18大学
（９ペア）から授与された学位数を，統合直前のFiscal 

Year（FY）2012（2011年７月～2012年６月）とFY 
2019で比較したものを図８に示す。この２時点で学生
数（フルタイム学生換算）はそれぞれ147,575人，
144,156人 と ほ ぼ 横 ば い（２ ％ 減 ） で あ る が，
Undergraduate総数は15％，Graduate総数は6.5%増加し
ている。特に増加したのは学士（26％増）と博士（30％
増）である。

表４　統合された18大学（９ペア）の概要

 

図６　USGの35大学と統合したペア
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2015年に完了したKennesaw State UniversityとSouthern 
Polytechnic State Universityの合併までの10大学（５ペア）
の統合の教学に与える効果を，USG内で統合した大学
とそうでない大学とを比較して検証した研究（Russel 
2019）によると，学生に大学がかける費用は変化しな
かったが，例えば事務室の統合など学生サービスが減

少し，そのコスト削減額は，学修アドバイザーを８人

増やすなど教学の強化に向けられた。その結果，学士

課程の学生が４年で学位を取得する率は14％から18％
になるなどの改善が見られた。

同様な効果は，2016年完了のGeorgia State University
とGeorgia Perimeter Collegeの統合でも見られる（Smith 
2019）。この２大学は統合により捻出した800万ドルの
コスト削減のうち300万ドルを学修支援強化に充当し，
例えば学修アドバイザーを30名，学生支援の他の人員
を50名，追加で雇用した。アドバイザー一人当たりの
学生数は，統合前の1000人から400人に低下し，カウ
ンセリングの頻度も上がった。その結果，Perimeterの
２年制プログラムの卒業率と４年制への転学率はそれ

ぞれ6.5％→15％，41％→58％（2014年→2018年の値）
と改善した。

第三に，コスト削減は限定的である。節約したコス

トを教学強化に向けたため，USGの統合によるコス
ト削減効果は限定的である。2018年のデータでは，
USG全体で統合によるコスト削減は3,000万ドルと，
USG全体の運営費用88億ドルの0.4％程度にとどまっ
ている（Gardner 2021）。コスト削減の大部分は，運
営に関する各大学の管理職（例えば学長，副学長，学

部長など）が統合により重複する時，それを削減する

ことによって捻出され，教員や職員はおおむね温存さ

れた。2011年に公表された８大学（４ペア）の統合で
は，配置転換等はあったものの，レイオフは合計８名

し か な か っ た（Rivard 2013）。 ま たGeorgia State 
Universityの場合，合わせて8,100名ほどの教職員のう

ち，引退や上記の理由で減ったのは28名にとどまる
（Gardner 2017）。
　一方，統合にはコストが増加する要素もある。例え

ば大学統合により運営を効率化するには，システム統

合への先行投資や統合後の認証再獲得の費用が必要で

ある（Boling 2017， Gardner 2021）。また教員給与につ
いても，例えばGeorgia Perimeter CollegeとGeorgia State 
Universityの統合では，Perimeter側の教職員約200名の
給料が研究大学であるGeorgia State Universityの水準に
合わせて引き上げられた（Gardner 2017）。
　この結果，統合した18大学（９ペア）の統合前（FY 
2012）と統合後（FY 2019）を比較すると，収益合計
は30億ドルから34億ドルに４億ドル増えたが，最終利
益は1.4億ドルから1.8億ドルと4000万ドルしか増えて
いない（図９）。収益増の内訳は，グラントおよび受

託研究費（43％増）と州補助金（43％増）が大きい。
学生数が横ばいの中，授業料が７年間で20％増なの
は，アメリカのインフレ率（年平均約２％）を考慮す

ると，学生負担にかなり配慮した結果と思われる。

　第四に，大学の統合は組織や文化の大幅な変更を伴

うため，教員に大きなストレスを与えることが容易に

予想される。低選抜性の教育中心大学であった

Augusta State Universityと研究および医学専門職育成
中心のGeorgia Health Sciences Universityの合併後の教
員のストレスを５年にわたりフォローした研究（Slade 

図７　統合した大学としなかった大学の学生総数

図８　統合された18大学の統合前（FY2012）と統合
後（FY2019）の学位授与数の比較

図９　統合された18大学の統合前（FY2012）と統合
後（FY2019）の収益の比較
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2021）によると，Augusta State Universityの教員は，
合併後５年たっても仕事上のストレスや組織へのなじ

めなさを訴えており，研究の生産性（ピアレビュー学

術誌への論文発表数で計測）も上がっていなかった。

一方，同じく教育中心大学と研究大学との統合である

Georgia Perimeter College とGeorgia State Universityの統
合では，両者の教員のストレスは同等で，Augustaは
もとよりGeorgia Health Sciences Universityの教員のス
トレスよりも低かった（Ribando 2020）。この違いの
要因について，この研究では２つ指摘されている。１

つは，統合後の教員のテニュアや昇進の基準につい

て，Augustaの場合は研究大学の基準を全体に適用し
たが，Perimeterでは合併前の教育中心大学の基準が温
存された。（興味深いことに，Carnegie分類のデータで
は，この２大学は統合後も引き続き別々に掲載されて

いる。Perimeterの出している学位は引き続き準学士の
みで，４年制への高い転学率という特徴も変わってい

ない。）もう一つは，統合に向けての執行部から教員

へのコミュニケーションの質と密度の違いである。

Augustaの方は実質８か月の準備期間しかなかったの
に対し，Georgia Stateの方は丸１年間，十分な議論と
コミュニケーションが持たれた。USG理事会が
Augustaの例から学習したことは想像に難くない。
　第五は，大学統合は文化の衝突であるということで

ある。大学はそれぞれ歴史と文化に深く根差しており，

大学名や校章，スポーツチーム名一つとってもすり合

わせは大変である。例えばKennesaw State Universityと
Southern Polytechnic State Universityの統合例では，統合
後の大学名が格上のKennesaw State Universityの名をその
ままも用いたこともあり，Polytechnic側に吸収合併の印
象を与え，かなりの反対があった（Rivard 2013）。この
ため，統合後は元Polytechnicのあったキャンパス内に
Southern Polytechnic College of Engineering and Engineering 
Technologyというcollegeを設立して，Polytechnicの名前
を残した。Albany State UniversityとDarton State Collegeの
統合後の名前もAlbany State Universityだったが，Darton 
State Collegeだったキャンパスには統合後，Darton 
College of Health Professions（看護，健康科学，Health and 
Human Performanceの３学科）がおかれ，Dartonの名前
を残している。

Augusta State Universityと Georgia Health Sciences 
Universityの統合も統合後の校名で揉めた。初めは
Georgia Regents Universityと言う名前が理事会で承認
されたが，Augusta State Universityの関係者から，
Augustaという地名を失うことは大学のアイデンティ

ティ喪失につながるという強い危機感が表明され，

2015年にAugusta Universityと改名された。これによ
り，大学の看板やロゴ，ウェブサイトなどすみずみま

で再改変が必要になり，そのコストは約400万ドルと
推定されている（森 2018）。

「Georgia州の実験」からの教訓
　アラスカ，ミネソタ，コネチカットの３州の州立大

学システムの合併を分析した2021年のNational Center 
for Higher Education Management Systems (NCHEMS)の
報告書（NCHEMS 2021）は，大学統合成功のために
重要なこととして，（１）目的と優先順位の明確化（経

営体制をまとめるのか，教学をまとめるのか，コスト

削減なのか，教育の質を上げるのか），（２）投資，（３）

リーダーシップ，（４）労働組合対策などを挙げている。

USGの事例では，「６つの原則」に見られるように
目的が明確化され，USG理事会のガバナンスとリー
ダーシップが際立っている。そもそもUSGのガバナ
ンスの特徴として，USG内の各教育機関には理事会
がなく，USGに一つだけ理事会が置かれているため，
統合の意思決定もすべてこのUSG理事会が行ってき
た。各大学での話し合いはその後に各論をすり合わせ

るワーキンググループの形をとっている。さらに，

2011年にUSGの理事長（Chancellor）になったハンク・
ハッカビー氏は大学での勤務経験だけでなく，州政府

の要職や共和党の州議員も歴任していたため，州政府

や行政との調整に力を発揮できた（Seltzer 2018）。政
治的な軋轢もうまく避けている。USGの大学統合は
「大学設置形態の変更」とみなされ，議会を通さなく

てもよかった（議会や行政を無視したわけではない

が）。USGでは団体交渉権が許可されていなかったた
め，労働組合問題に悩まされることもなかった。統合

は，対象大学どちらかの学長が退任する時期を見計

らって行われ，退任しない方の学長がそのまま新学長

となっている（Seltzer 2018）。
それでも，AugustaやPolytechnicに見られるような，
大学の文化や伝統の衝突の問題は避けて通れず，また

この融合が最も時間と労力のかかるところと言われて

いる（Kelderman 2012）。大学は民間企業と異なり，
学生，教員，卒業生，地域住民がそれぞれに深い愛着

を持つ存在である。「コスト削減」を前面に出せば，

必ず苦戦するであろう。大学統合は財政的に追い詰め

られる前に，前向きに行うべき戦略であることを

「Georgia Experiment」は教えてくれる。（後藤 隆久）
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4.2　ハーバード大学とラドクリフカレッジの合併－
女子大学の合併事例

　本節では，女子大学の合併事例について述べる。ま

ず，アメリカの女子大学の歴史と現状を整理したうえ

で，ハーバード大学（Harvard University）が女子大学
のラドクリフカレッジ（Radcliffe College）を吸収合
併した事例を，ラドクリフカレッジの観点から取り上

げる。そして両角（2020）の大学合併における利点・
欠点についての記述に本事例を当てはめて分析した結

果としてほぼ適合すること，さらに欠点として，合併

前に組織構成員，卒業生や同窓会組織へ理解を得るこ

との心情的な困難さが加えられるのではないかという

考察を提示する。

アメリカの女子大学の歴史と現状

アメリカにおいて女子高等教育の必要性は19世紀
に入ってから議論されるようになった。独立戦争後に

初等・中等の公教育の女子への門戸が開かれ，その後，

高度な教育を目指す女子アカデミーやセミナリーと呼

ばれる教育機関が設立された。本格的な女子大学は

1861-65年の南北戦争後の人種問題解決後に創立され
ていった（砂田 2017: 28）。
草創期（1861年 -1889年）に創立された北東部に位

置するセブンシスターズ（Seven Sisters）と呼ばれる
７校（マウント・ホリヨーク，ヴァッサー，ウェルズ

レイ，スミス，ラドクリフ，ブリン・マー，バーナー

ド）が有名女子大学である。セブンシスターズを踏襲

しつつ，良妻賢母的な教育を理想的人間像として成立

した大学や，学長以下全員が女性という教授陣を20世
紀に入るまで維持された大学，男子大学の女子部門と

して設立した大学，宗教的使命感に根ざして教職や社

会奉仕といった職業訓練を行う機関など，様々な女子

大学が設立された。他方，同時期に西部地域の州立大

学は，政府から補助を受けるために比較的早い時期か

ら共学制を採用し，制度的に女性の高等教育の機会が

確保された。ただ，それは必ずしも新たな大学教育の

原理としての共学化ではなく，大学の存続基盤安定の

ための経済的な理由であったとされている（坂本 
1999: 149）。
20世紀に入ると共学が大学全体の半数を超えるよ
うになり，男子大学，女子大学ともに別学の割合は低

下した（表５）。特に1960年代以降の女性解放運動を
中心としたアメリカ社会全体に浸透した教育のアクセ

スと平等を目指す運動の影響を受け（坂本 前掲 :31），
1970年代半ばには共学割合が９割以上へと急増した。

伝統的に男性のみ入学可能であった大学への女性入学

を要求する運動が活発化され，プリンストン，イェー

ル（ともに1969年）などの名門大学を筆頭に共学化が
進んだ。女性解放運動の結果，1972年に教育における
性差別を除去する法的整備として改正教育法タイトル

Ⅸ（TitleⅨ of Education Amendment of 1972,発 効 は

1975年）が制定され，1974年に女性教育公正法
（Women’s Educational Equity Act, WEEA）が制定され，
女性に対する教育的公正を保証する教育に財政補助を

行うようになった。共学化が進んだ結果，女子大学の

競争が激化し，1980年代の18歳人口減少期に入り，さ
らに厳しい環境となる。女子大学数について，坂本

（前掲），安東（2014）は一覧表化しており，1964年
に181校だったが，1984年には81校，2014年には44校
にまで減少した。2021年２月において，女子大学は37
校とさらに７校減少した（Near 2021: 8）。
女子大学はこのまま衰退していくのかと必ずしもそ

うではない。例えば，ティッドボール（Tidball）は
1999年時点女性の大学は共学大学に比べて約２倍，各
界で優れた業績を残す女性を輩出していること，ク

ラッツォックとニア（Kratzok and Near）が2014年に
公表したデータから，女子大学出身者は大卒総数わず

か２％でも米女性議員の20％，Fortune1000の女性役
員の33%を占めると述べ，女性だけのクラスメートと
かかわる中で積極的なロールモデルを見出し，自己肯

定感を高め，自信をつけていくという教育効果が期待

できるというメリットが指摘されている。

ハーバードとラドクリフの合併に至る歴史－ラドクリ

フの観点から

アメリカの女子大学の合併事例は数多く存在する。

近年では2018年にウィーロック大学がボストン大学
と，2019年にニューロシェル大学がメルシー大学と
合併し，またラッセルセージ大学は2020年に共学化
し，セージ大学アルバニー校と今後合併を検討してい

る５。その中で，ハーバード大学と女子大学のラドク

表５　アメリカ大学総数および別学・共学の比率

出典:Solomon 1985:44
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リフカレッジの吸収合併事例をラドクリフカレッジの

観点から取り上げる。事例調査にあたり，新聞記事

（ The Chronicle of Higher Education, The Harvard 
Crimson）６とドロシー（Dorothy 1978）７，マルキエル
（Malkiel 2016）８を参照した。
　ラドクリフカレッジは，1879年の男女別学時代に，
女子学生がハーバード大学の教育を受けるための附属

女性部門「Harvard Annex」として設立された。ケンブ
リッジ在住で女性のための中等教育機関の校長であっ

たアーサー・ギルマンとその妻ステラが娘のために女

性が通える高等教育機関を欲しいという強い思いから

始まった。文学に興味があり，ハーバード大学のコ

ミュニティに精通していたギルマンは，ハーバード大

学の教授にハーバード大学が男性向けに提供している

コースと同内容のコースを少人数の女性に提供できる

計画を相談した。教授はちょうどその年に，自らの意

思でケンブリッジのハーバードの数名の教授の下で熱

心に学ぶ女性の事例を踏まえ，好意的な反応を示すと

ともに当時の学長であるエリオット学長に相談し，許

可を得た。当初の入学者は28名であった（Dorothy 前掲：
６）。３年後に「Society for the Collegiate Instruction of 
Women」へ改組され，1894年にハーバード大学初の奨
学金を創設したアン・ラドクリフを記念して「Radcliffe 
College」という校名になり独立した。セブンシスター
ズの他大学同様，男女共学によらない新しいタイプの

女性のみの高等教育機関で，ヘレン・ケラー（1880-

1968，社会事業家），マーガレット・アドウッド（1939-，
小説家），キャロライン・ケネディ（1957-，弁護士・
元駐日大使）など多くの著名卒業生を輩出している。

ラドクリフ設立から合併に至る年表は表６の通りで

ある。ラドクリフカレッジとして独立後もハーバード

の教員の一部がラドクリフで教鞭をとっていた。

1971年に男女共学となる際は，約２年に渡る関係者の
賛成・反対の議論を経てようやく共学となった。反対

の主な意見として，ハーバード側からは財政面での負

担増による不満，ラドクリフ側からは主に卒業生同窓

会からの男性組織の中に埋没するのではないかという

不安や，女性の利益につながらないのではないという

不満があった。その中で，当時のラドクリフカレッジ

学長であったメアリー・バンディングは合併に向けて

精力的に周囲を説得に赴くとともに，合併についての

自身の考えを長文の文章に示した。その内容を抜粋す

るとハーバードが「女性教育に直接かつ全面的に責任

を持たない大学」となるとしたらそれは「重大な過ち」

であること，ラドクリフ側にとって，ハーバードの教

員に女性が増え，女性学生の「知的関心や願望」を男

性教員がより多く受入れ，尊重されることになること

こそ学生が求めているものではないかということで

あった。そして，「ラドクリフとハーバードの間で責

任を分けるよりも，ハーバードに（女性の）教育に関

する完全かつ明確な責任を与えることで達成される可

能性が高い」と説き，協定関係の構築にこぎ着けた

表６　ラドクリフカレッジの設立から合併までの年表

出典： Mercer 1997,1998, Katherine 1999, Helderman and Sofen 1999, No Writer Attributed 1999a, 1999b, 坂本1999, 小林 2013, Malkiel 2016を基に筆
者作成
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（Malkiel 前掲 : 206-207）。バンディングはこの時点で
完全な合併を望んだが，ラドクリフの卒業生や大学の

評議員さえもカレッジとしてのアイデンティティを手

放す準備が出来ておらず，独自の教育機関であること

への強い愛着があったため断念した。

その後，1977年のハーバードのボック学長とラド
クリフのホーナー学長の時代に完全共学化がなされ，

教育組織の合併に伴ってラドクリフの学生はハーバー

ドで教育を受けるとともに，図書館の解放，女性入学

者数の上限割り当て撤廃，合同卒業式の実施，両大学

から学位授与などが開始された。1999年にハーバー
ドに吸収合併されたが，この時も２年以上の極秘交渉

を積み重ねたとされる（Malkiel 前掲 : 263）。坂本（前
掲 : 152）は1977年時点ですでにラドクリフに教育組
織は存在していなかったが，それぞれ別個の独立した

法人格と基本財産，本部組織，学寮，図書館，研究所

などを有していたラドクリフカレッジの合併は，女性

高等教育の歴史の一つの終焉を象徴すると述べた。現

在はラドクリフ研究所（Radcliffe Institute for Advanced 
Study）という研究機関として存在している。2001年
に同研究所の所長であったドリュー・ギルピン・ファ

ウストが，2007年にハーバードの学長に就任したこ
とは卒業生・同窓会にとって非常に大きな出来事であ

るとともにバンディング元学長にとって描いたビジョ

ン以上の実現だったと考えられる。

合併の背景

　これまで述べてきたハーバードとラドクリフの事例

を両角（2020）の挙げる合併の背景およびメリット・
デメリットに当てはめて考察する。アメリカにおける

女子大学の置かれた文脈は，日本の場合と同じように

とらえきれない面もあるが，一つの分析として行った。

両角（2020）は日本の大学の合併事例から，共通の
設立母体や創設者の縁，類似宗教団体，理事同士の共

通性・つながりなどによる法人・学校間の類似性や何

らかの所縁があることが合併の背景となりうることを

述べている。建学の理念によって成立している私学に

とって根本理念が共有されるという点で，非常に重要

な意味を持つと挙げている。また，合併のメリットと

して①自大学にない資源の獲得，新しい価値の創造な

どの範囲の拡大，②規模の経済，③後継者問題の解決

の３点を挙げている。他方，デメリットとして①不採

算部門の抱え込み，②コストの問題，③移籍教員とそ

の処遇の問題の３点を挙げている。結果としてデメ

リットがメリットを上回る場合，合併が行われている

とされた。

以上の説明から，ハーバード－ラドクリフの事例を

当てはめた結果が表７である。メリット・デメリット

内の記号（〇 , △ , ／）は，合致，一部合致，無関係
を示している。

まず合併の背景としては以下の３点から元々の由

縁・つながりという面で説明と合致していると考え

る。第１は設立時から女子学生がハーバードの教育を

受けるために設置された附属学校が起源であり，

1894年のラドクリフカレッジとして独立したときか
らハーバード教員が授業をしていた点である。第２は

1963年以降ラドクリフの学生は両大学の学位を授与
されていた点である。第３は1977年以降，教学組織が
合併されており，22年間，共同教育組織で実施運営さ
れているという点である。また距離についても，ラド

クリフカレッジとハーバード大学は0.3マイル，徒歩
10分以内で行き来できる近接キャンパスであった。
次にメリットについて考察する。①資源確保につい

て，ラドクリフ側の観点から見るとChronicle記事より

表７ ハーバードとラドクリフ合併事例における合併の背景およびメリット・デメリット
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ラドクリフの資産は総額２億ドルで，ハーバード大学

に譲渡されるがそのほとんど（１億５千万ドル）は，

新しい学際的な研究所であるラドクリフ研究所に充て

られること，残りの寄付金は学部生の学費補助に充て

られる。ラドクリフの寄付金１億５千万ドルに加えて，

ハーバードも同額を出資することから研究所としての

ラドクリフは，大学としてのラドクリフよりも多くの

資金を持つことになる（Katherine 1999）。他方，ハーバー
ド側の観点からは，Chronicle記事よりラドクリフは隣
接する20エーカーのキャンパスを有しており，大学に
とっては隣接の土地・不動産を確保できたという点か

らメリットがあると考えられる（Mercer 1999）。②規模
の経済については1999年の合併時点ではすでに共同教
育組織や学寮，図書館等の施設を共通利用していたた

め，合併によるメリットではないが，説明されたメリッ

トに一部合致していると考えられるだろう。③後継者

問題について，両角は被合併大学側のクリスチャン

コード等による後継者を見つけることが難しいことを

挙げていたが，この事例ではあてはまらない。1998年
にラドクリフのホーナー学長が退任したタイミングが

合併の時期として考えられたが，後継者としてウィル

ソン学長が選ばれたことで合併に至る時期が延長され

たというボックの証言もある（Malkiel 前掲 : 262）。
　最後にデメリットについて考察する。①不採算部門

の抱え込みについて，1971年「merger/non-merger」協
定提携時点で，ラドクリフは運営予算が赤字になって

いることの記載がなされており（Malkiel 前掲 : 210），
不採算部門を吸収している。②コストの問題につい

て，合併時点では基金を確保できたメリットもあった

一方で合併からの２年後の2001年にラドクリフ高等
研究所は予算不足に直面し，ハーバードも予算を捻出

できず，研究所の管理者や中間層の従業員を解雇して

しまったという記事があり，合併していなかったとし

てもコストは厳しいと考えられる（Kofol and Shoichet 
2001）。③移籍教員とその処遇について，ハーバード
側は合併元のため無関係であるが，ラドクリフ側とし

ては，合併が発表となる直前の1998年12月に副学長の
退任，1999年１月にディレクターや事務局長の相次
ぐ辞任があり（No Writer Attributed 1999a），移籍前や
組織改編のタイミングで重責を担う人材が退任・辞任

するデメリットはあったと考えられる。アメリカでは

教職員の流動性も高く，個人による給与差はもともと

大きいため，日本ほどの大きな課題ではなかったので

はないかと考えられるが，教職員の給与差などの処遇

について1970年時点でラドクリフ側の最高給教員と

ハーバード側の最低給教員の給料が一致していた 
（Malkiel 前掲 : 247）。このほか，被合併先の学生，卒
業生の心情が最も大きかったといえる。女子大学の伝

統校であったラドクリフの名前が消滅することへの抵

抗は合併の阻害要因の最たる理由であり，合併に至る

までこれほどの時間を要したと考えられる。特に1999
年の合併前にラドクリフのウィルソン学長やメア

リー・メイプルズ・ダン学長代理は各州の同窓会組織

に説明に赴いたが，２年後も混乱していたという記事

もあった（Kofol and Shoichet 前掲）。
合併のメリットがデメリットを上回ると判断された

場合，合併に至るとされた。評論家の間では，ラドク

リフが20年間も独立した学部機関を有しておらず，独
立した管理部門と資金調達部門を維持するのは非効率

だという不満（Katherine 前掲）や，教学組織を有し
ていない中で，ラドクリフ側が行っていた共学理念の

形骸化が疑問視されるような見方があった（Malkiel 
前掲 : 265）。そういった状況の中で，当時のルーデン
スタインおよびウィルソンの両校学長は合併に踏み

切ったものと思われる。

　結果として，日本の大学の合併の背景やメリット・

デメリットにおけるハーバード－ラドクリフの事例と

ほぼ適合していた。それらに加え，この事例の場合は

「合併前に組織構成員，卒業生や同窓会組織へ理解を

得ることの心情的な困難さ」というデメリットが大き

かった。独自の教育機関であることの強い愛着，アイ

デンティティによって完全合併までに約30年の年月
を要したともいえるだろう。被合併先の愛着が強固で

あればあるほど，両機関構成員への丁寧な説明と納得

感の醸成が重要だと考える。（中村 智治）

4.3　パデュー大学による営利のカプラン大学の買収
本節では，非営利大学と営利大学の合併について述

べる。まず，アメリカでの営利大学について簡単に述

べた後，公立大学であるパデュー大学（Purdue 
University）が営利大学のカプラン大学（Kaplan 
University）を買収した事例について取り上げる。

アメリカでの営利大学

　営利大学とは，利益を生み出すために株式会社が設

立した大学のことで，日本においては「株式会社立大

学」として2004年から設置されている。デジタルハリ
ウッド大学やサイバー大学などが代表例として挙げら

れるだろう。アメリカの営利大学に関する先行研究は

片山（2004），森（2006），古賀（2008）などがある。
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1980年時点で，アメリカの営利大学は，学位を授与す
る高等教育機関全体の4.5%を占めるに過ぎなかった
が，2000年になると18.9%に急増した（片山 前掲）。在
籍者数も2000年には45万人を突破しており，順調に成
長している。また，営利大学の特徴として，リチャー

ド・ルーシュは，①税制上の取り扱い，②資金の出資

主体，③中長期の財政基盤，④経営のインセンティブ，

⑤ガバナンス構造，⑥成果の評価基準の６つの観点か

らまとめている。更に，アメリカでの営利大学が成長

してきた背景として，営利大学が設立された時期が古

く歴史が長かったことや，1970年代後半以降の少子化
などの環境変化に対応し，非営利大学が得意としてい

なかった社会人や女性をターゲットとして，ビジネス

などの実務を学べる教育内容を提供してきたことが指

摘されている（片山 前掲）。このようにアメリカでの
営利大学は環境の変化に適応し，徐々に勢力を拡大し

ていった。

　他方で，近年アメリカでは営利大学（オンラインに

よる高等教育も含む）の評判や評価が厳しくなってい

る。教育の質が悪い，退学率が高い，卒業出来ない学

生が多い，社会人が多すぎる，ただ授業料を搾取して

いるだけなどのバッシングを受けている。その影響

か，近年では一部の営利大学が非営利大学への移行を

目指す動きが活発化している（日本学術振興会 
2018）。このような状況下で，パデュー大学は営利大
学であるカプラン大学をなぜ，そしてどのように買収

したか。まずは両大学の概要と歩んだ歴史から見て行

きたい。

パデュー大学とカプラン大学の概要と歩んだ歴史

　パデュー大学の歴史は，宮田（2008）に詳しい。
1862年，モリル法（農学・工学の振興目的）が連邦議
会で可決され，各州にランドグランド・カレッジが設

立された歴史はよく知られるが，パデュー大学もこの

モリル法に基づいて1869年，インディアナ州に設立さ
れた。設立にはジョン・パデューによる多額の寄附（15
万米ドル）が大きな貢献をした。現在，パデュー大学

の本部機能は，インディアナ州北西部に位置するウェ

ストラファイエット（West Lafayette）という小都市に
構えられており，ウェストラファイエットの経済を支

えるまでに成長している。アメリカを代表する公立大

学の１つと評価されており，著名な卒業生としては，

アポロ11号に搭乗し，人類初の月面着陸を達成した
ニール・アームストロングがいる。日本においても，

2010年に根岸英一氏（当時パデュー大学教授）がノー

ベル化学賞を受賞して以降，広く知られるようになっ

た９。

　他方，カプラン大学は，Kaplan, Inc.が所有する営利
目的の大学であり，主にオンライン教育を行ってい

た。その起源は1938年，Stanley Kaplanが生徒の家庭
教師を始めたところにまで遡る。徐々に事業を拡大し

つつ，1998年には買収によりコンコード・ロー・ス
クール（Concord Law School）を立ち上げ，世界初の
完全オンライン教育による法学学位の提供を行うよう

になった。2001年には３つのオンライン教育による
高等教育プログラムの提供を開始し，開始当時は34名
という僅かな学生を受け入れた。その後，2017年のパ
デュー大学による買収に至るまで，様々な機関を買収

しながら，規模を拡大していた10。

パデュー大学によるカプラン大学の買収

　2017年４月27日，パデュー大学は新たな公立大学を
設立し，高等教育の参加拡大を目指すことを発表した

のが，カプラン大学の買収合意である。キーパーソン

となったのは，ミッシェル・E・ダニエルズ（Mitchell 
E. Daniels）である。彼は第49代インディアナ州知事
を務めた後，2013年１月から現在に至るまで第12代
パデュー大学学長を務めている人物である。買収する

意図について，次のとおり述べている11。

“約150年前，社会の富裕層・エリート層以外にも高
等教育を拡大するというランドグラントの使命をパ

デュー大学は誇りを持って受け入れた。21世紀の今
となっては，大学の学位を取り始めたものの修了で

きなかった3,600万人の社会人（そのうち75万人は
インディアナ州に在住）や，大学の単位を全く取得

していない5,600万人のアメリカ人に手を差し伸べ
なければ，ランドグラントの使命を果たすことはで

きない。オンラインの高等教育がどのくらいの速さ

で，どのような方向に進化していくのかは誰にも分

からないが，その役割が大きくなっていくことは確

かである。そして，パデュー大学がその中でリー

ダー的存在になることを目指している。慎重に分析

した結果，オンライン教育を実施するのに必要な機

能を自分たちで構築するには非常に能力不足で，可

能であれば買収するのが賢明であることが明らかに

なった。そこで私たちは，まさに探していたもの

（カプラン大学）を見つけることができた。今日の

合意により，我々はオンライン教育において，ス

タート地点に立っている状態から，リードする立場
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になることができた。”

ダニエルズ氏は，パデュー大学設立当時のランドグ

ランド・カレッジの精神や使命を取り入れつつ，現在

においても，設立当初の使命を果たすためには，オン

ラインによる高等教育が必要不可欠と述べた上で，そ

の不足を解消するために買収を決意したことを述べて

いる。この買収プロジェクトは学内で「モリル・プロ

ジェクト」と名付けられたが（Young 2017），モリル
法の提唱者であるジャスティン・モリルのラストネー

ムを採ったプロジェクト名からも，当初の使命を大切

にし，現在もその使命を果たそうとする意図が読み取

れる。

対して，買収されるカプラン大学側の意図はどう

だったのか。Kaplan, Inc.とカプラン大学の親会社であ
るGraham Holdings Co.の会長，ドナルド・E・グラハ
ム（Donald E. Graham）は次のとおり述べている11。

“カプラン大学とパデュー大学は，教育へのアクセ

スを拡大するという重要な使命を共有している。パ

デュー大学はランドグラントの使命を真剣に受け止

めており，伝統的ではない学生（社会人など）のニー

ズを満たすため，この偉大な大学（パデュー大学）

の取り組みに深く感銘を受けている。”

教育へのアクセスの拡大やランドグランド・カレッ

ジの使命への感銘が述べられているが，それ以外に，

経営上の理由があったと考えられる。Graham Holdings 
Co.の年次報告によれば，買収が報道される前のカプ
ラン大学は決して順調な経営状況ではなかった。買収

発表直近の2016年は，入学者数が22％減少，収益は
27％減少していた（Young 前掲）。買収されるカプラ
ン大学側としては，パデュー大学というアメリカ合衆

国内で知名度の高い大学に買収されるメリットがあっ

たと推察できる。

興味深いのは，この買収が明らかになった経緯が，

Kaplan, Inc.を保有するGraham Holdings Co.が2017年
４月27日の朝に米国証券取引委員会（Securities and 
Exchange Commission : SEC）に提出した売却計画が発
端だったことである。その数時間後に，パデュー大学

の理事会が特別に開かれ，買収が承認されている

（Young 前掲）。大学の合併に関しては，両者の最終意
思決定機関による承認を経て，発表されることが一般

的だと考えられるが，この事例では少なくとも表面上

はそのようなプロセスを経ないで買収が行われた。

４月27日の発表においては，カプラン大学を買収し
てパデュー大学内に位置する新たな大学（分校）とし

て設置すること，また運営にかかる費用は授業料と資

金調達のみで賄い，インディアナ州からの予算は使用

しないこと，その新大学の学長には当時カプラン大学

の学長であったベティ・バンデンボッシュ（Betty 
Vandenbosch）が就任することを明らかにし，そしてパ
デュー大学は教育省とアクレディテーション機関であ

るHigher Learning Commission（パデュー大学，カプラ
ン大学それぞれ認証を受けていた機関でもある）への

新大学の承認手続を直ちに開始することも表明した。

この買収の中で，一番物議を醸したのは，買収の価

格である。およそ32,000名の学生，15のキャンパス，
3,000名の教職員を抱えるカプラン大学の買収価格は
わずか１米ドルであった（Fain and Seltzer 2017）。買
収後の新大学で得られた収入の一定割合（12.5％）を
今後30年間 Kaplan, Inc.に還元することが条件になっ
てはいるが，たった１米ドルは破格である。それだけ

両者にメリットがあったとも言えるが，どのようなメ

リットが考えられるのか。

まず，パデュー大学にとっては，幅広い年齢層の学

生を確保できるという利点が挙げられる。オンライン

教育を行っている大学で学ぶ社会人学生は多く，そう

した幅広い年齢層の獲得が狙いのひとつだと考えられ

る。実際に買収当初，パデュー大学の各キャンパスの

平均年齢は20代前半であったが，カプラン大学に在籍
している学生の平均年齢は34歳であった（Fain and 
Seltzer 前掲）。それ以外のメリットとして，オンライ
ン教育のノウハウの獲得が考えられる。一方でカプラ

ン大学においては，安定した財務基盤，組織基盤，そ

して知名度の高さを手に入れられる利点は大きい。

しかし，パデュー大学はなぜ自身の力でオンライン

教育を行える環境を整えられなかったのか。他の州立

大学のオンライン教育の実施状況について確認してみ

る。U.S. News & World Reportによる「アメリカで革新的
な大学」において，2016年から６年連続１位にランク
インしているアリゾナ州立大学では，ASU Onlineを進
めている。2021年春の数値では学部生（Undergraduate 
students）が40,473名，大学院生（Graduate students）が
14,030名と多くの学生数を抱えており，一定の評価がさ
れている12。また，ペンシルバニア州立大学では1998年
にPenn State World Campusを開設し，オンラインで学位
を取得できる仕組みを整え，現在では150を超えるプロ
グラムを選択できるようになっている13。ペンシルバニ

ア州立大学が1998年にオンラインの仕組みを整え，プ
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ログラムを開始した一方で，パデュー大学は2017年に
カプラン大学の買収を進めており，約20年の差が生じ
ている。こうした出遅れが今回の買収にも影響したと

考えられる。また，買収当時，パデュー大学は2018～
2019年度までは，2012年当時の学費水準を維持する方
針を示しており（Fain and Seltzer 前掲），学費の大幅な
収入増加は見込めず，オンライン教育のための必要な

多大な投資が行えなかった可能性も考えられる。そこ

で，自身で一から作るより，既にオンライン教育を行っ

ているカプラン大学に目を付けたのではないだろうか。

カプラン大学の買収については，ダニエルズ氏が

ウェスタン・ガバナーズ大学（Western Governors 
University）のインディアナ校の設立に関与した経験も
無関係ではないと考えられる（Fain and Seltzer 前掲）。
ウェスタン・ガバナーズ大学は，ユタ州に拠点を置く，

オンラインを実施している非営利の私立大学で，1997
年に19の州知事によって設立された大学であり，ダニ
エルズ氏は，第49代インディアナ州知事を務めていた
2010年に，ウェスタン・ガバナーズ大学初の分校であ
る，ウェスタン・ガバナーズ大学インディアナ（WGU 
Indiana）を設立した。ダニエルズ氏にとって，この設
立まで導いた経験が，カプラン大学の買収にも影響し

ているのではないだろうか。実際に，買収が発表され

た当初，パデュー大学学内の教員の多くから反発があ

り，2017年11月には，パデュー大学の教員300名以上
がカプラン大学の買収について，反対の意思を表明す

る嘆願書をHigher Learning Commissionへ提出した
（Fain 2018）にもかかわらず，ダニエルズ氏は反発を
押し切って買収を進めた。WGU Indianaを設立したと
いう経験が，21世紀においてもランググラントの使命
を推し進めるという信念と結びつき，カプラン大学の

買収を推し進めたのではないだろうか。

　一流の研究大学であるパデュー大学が，営利大学の

カプラン大学を買収したことは全米で大きく報道され

ている。記事の内容を見ると，前代未聞の買収劇とし

て取り上げられ，積極的に動いているパデュー大学を

評価する意見と，近年評判が悪い営利大学を買収して，

パデュー大学の地位や名誉はどうなるのかという批判

的な意見に二分された。前者の肯定的意見を述べてい

るのは，教育省元長官のアルネ・ダンカン（Arne 
Duncan）氏，公立ランドグラント大学協会（The 
Association of Public and Land-grant Universities: APLU）
会長のピーター・マクファーソン（Peter McPherson）
氏（Fain and Seltzer 前掲）などが挙げられる。一方，
後者の否定的意見を述べているのは，オバマ政権時代

の教育省元官僚のボブ・シャイアマン（Bob Shireman）
氏（Seltzer 2018），パデュー大学の准教授14で，パ

デュー大学の教授陣を統括する機関であるThe Purdue 
University Senateに所属している15，デビッド・サン

ダース（David Sanders）氏（Fain 前掲）などである。
ただ，シャイアマン氏については，オバマ政権時代と

いう民主党政権下の官僚であり，一方のダニエルズ氏

は共和党に所属しインディアナ州知事を務めていたと

いうことから，政治的な要素からこの買収劇を批判し

ていたとも考えられる。

パデュー・グローバルの誕生と厳しい船出

　2018年１月11日，パデュー大学はカプラン大学の買
収後，名前が決まっていなかった新大学について，名

称をPurdue University Globalにすることを発表した16。

また，正式にPurdue University Globalを名乗れるのは
2018年２月22日に予定されているアクレディテー
ション（Higher Learning Commission）の審査を通過し
た後であることも述べられていた。この審査の前に

は，２段階大きな審査を通過していることも明らかに

なっている（Etherington 2018）。まず，2017年８月に，
インディアナ州高等教育委員会が全会一致でパデュー

大学のカプラン大学買収を承認。そして，同年９月に

は，教育省が名称にPurdueを入れるという条件の下，
承認している。Higher Learning Commissionが承認し
たのは，2018年３月５日と少し予定よりも後ろ倒し
となった17が，2017年４月27日の発表から１年を満た
さずに最終的な承認まで漕ぎ付け，最終的に2018年３
月22日にカプラン大学を正式に買収した。
　その後，パデュー・グローバルはどうなったのか。

買収が完了し，パデュー・グローバルとなった2018年
３月から2020年６月までに8,250万米ドルの損失を計
上していることが財務報告書から分かっている

（Bauman 2021）。広報などのマーケティングに3,000万
米ドルを費やしていたこと（Gardner 2020）もこの損
失に影響しているのであろうが，巨額の損失といえよ

う。買収が報道された2017年当初，ダニエルズ氏と理
事会構成員らは，パデュー・グローバルは，最初の数

年間はインディアナ州の資金が無くても収支は合うこ

とを予測し，かつこの買収が後々にパデュー大学に大

きな利益を生むことを期待していることを述べていた

（Young 前掲）が，まるで反対の方向に進んでいる。
また，2019年８月31日に発表されたForbesによる記
事のインタビュー内でダニエルズ氏は「我々が考えて

いたような成長を達成できていない」と述べている
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（Newton 2019）。なぜ期待通りの結果が出せていない
かの詳しい理由はわからない。ただ，学内の反対意見

が多い中でも大きく舵を切って買収したものの，期待

と大きく異なる結果になっており，厳しい船出と評価

せざるを得ないだろう。

大学の合併は軌道に乗るまで膨大な労力と時間を要

するため，この買収の成否を現時点で判断することは

できない。ただ，少なくともAzziz et al.（2019）の合
併を成功させるための要素という観点で考えれば，合

併に至るまでのコミュニケーションやプロセスには課

題があったのではないだろうか。（常木 善之）

５．結論

　以上ではアメリカの大学における合併の全体像を各

種統計，全米大学新聞等から確認をして，典型的とも

いえる３つの事例について詳しく検討してきた。アメ

リカでは，かなり多くの，また多様な組み合わせの合

併が行われてきたこと，合併に至らなかった事例や合

併したものの閉鎖に至った事例もあるなど，成功を収

めた事例ばかりではないことを具体的に明らかにする

ことができた。

日本でこれまで大学の合併が少なかった理由につい

て，合併に至るまでに承認を経なければならない機関

が学内外に多いこと等が指摘されているが（市川

2007），確かにアメリカの事例では，大学を作った後
で認可をする，合併をしてからアクレディテーション

をとるといった仕組みの違いは大きい印象を受けた。

また，これほど多くの合併が行われてきたこと自体，

大学の経営者にとって合併が身近で選択肢の一つにな

りうるという環境の違いも大きいことも想像できる。

その一方で，それぞれに異なる伝統，使命，文化をも

つ機関の合併を成功に導くことはきわめて難しいこと

もまた改めて実感させられた。ジョージア州立大学の

事例やカプラン大学の買収の事例にみるように，トッ

プダウンで合併自体を進めることはできるが，それが

成功やその後に成長できるかどうかは，そもそも何を

合併の目的としたのか，異なる使命や文化をうまく融

合・調整させられるか，多くの利害関係者の理解と協

力を引き出せるか，それらのためのコミュニケーショ

ンとプロセスを丁寧に行ってきたか，実現できるリー

ダーシップが発揮されたか，といった側面が重要であ

ることが示された。もともとのルーツを共通に持ちつ

つも，ハーバード大学とラドクリフカレッジの合併が

かなりの時間をかけて行われたのもそうした背景によ

るものではないだろうか。合併に淡い期待を寄せる前

に，着実な研究の蓄積をまた必要となっている。（両

角 亜希子）
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注

１　名前は五十音順である。

２　喜多村（1989）はNIICU（全米私立大学研究所）の報告書から
1970年代の合併は48件であること，1970年代から1982年までに

135校の私立高等教育機関が新設され，173校が廃止されたと述べ

ている。さらに53校の私学が他の私学と合併され，20校の私学が

公立に移管されたとあるが，本研究で調査した結果，合併数の数

値が異なること，全米教育統計において同年における閉校数は

164校，合併機関数について示されていない。そのため，本稿に

おいてはMartin et al. (2017), Ricard et al. (2019) を下敷きにMartin 
et al. (2017)のSOURCEおよびThe Chronicle of Higher Education掲載
の合併記事から参照した。

３　1987年アラスカ州での州財政悪化に伴う，大学のコミュニティ

カレッジ吸収事例や1995年ミネソタ州立大学は教員２万人，学生

16万人，62キャンパス，45学校を４年かけて一つの経営体とする

などの事例が存在する(NCHEMS 2021)。
４　なお，一部大学はすでに廃止，他大学と合併しているため全て

のデータでカーネギー分類に突合することはできなかった。ま

た，2018カーネギー分類においてペンシルベニア州立大学は24件

の機関データが存在するなど，マルチキャンパスの大規模大学は

複数以上の機関からなるため突合できないケースもあった。

５　それぞれウィーロック大学はFernande 2017， ニューロシェル大
学はMercy College 2019， ラッセルセージ大学はJaschik 2018， 
Socio 2019を参照した。

６　The Harvard Crimsonは1873年創刊のHarvard大学内で毎日発行
されている学生新聞である。ピューリッツァー賞受賞者やルーズ

ベルト，ケネディ元大統領などの著名人が在籍していた。過去の

記事がHPに掲載されており，合併前の新聞記事が検索できる。
７　ラドクリフカレッジ100周年誌として，当時のホーナー学長を始

めとする編集委員会により編纂された書籍である。著者のドロシー

はラドクリフカレッジ，ハーバード大学大学院の卒業生の編集者

であり，ハーバード-ラドクリフの入学希望者への面接も担当して
いた。なお，書籍はハーバード大学図書館にて無料公開されてお

り，テキスト，PDFとして出力可能となっている.
８　マルキエルはプリンストン大学の名誉教授，歴史学者であり，

24年間カレッジのDeanを務めた。本書は大学の男女共学化にお
ける組織内の複雑な意思決定過程について多くの文献，口述資料

をもとに執筆されている。本書の中でハーバード－ラドクリフは

３章（第２章，第８章，第10章）に渡り記述されており，「共学

化を主導した唯一の女性意思決定者」とされるメアリー・バン

ディング（Mary Bunting）によるラドクリフ合併については第８
章，第10章に記載されている。デレック・ボック（Derek Bok）ハー
バード大学学長（1971-91年在任），メアリー・バンディングラド
クリフ学長（1960-72年在任）の口述資料，ボックやルーデンス
タイン（Neil Rudenstine）ハーバード学長（1991-2001年在任），ホー
ナー（Matina Horner）ラドクリフ学長（1972-89年在任）へイン
タビューを実施しており，共学化に至るまでの経緯や状況が子細

に通観されている。

９　パデュー大学ウェブサイトのPurdue Historyを参照すると，よ
り詳しい歴史が分かる。https://www.purdue.edu/purdue/about/
history.php（2021年９月28日アクセス）

10　カプランウェブサイトのHISTORYを参照すると，より詳しい
歴史が分かる。https://kaplan.com/about-us-overview/history/（2021
年９月28日アクセス）

11　パデュー大学ウェブサイトのNewsを参照している。https://
www.purdue.edu/newsroom/releases/2017/Q2/purdue-to-acquire-
kaplan-university,-increase-access-for-millions.html（2021年９月27日
アクセス）

12　ASU OnlineウェブサイトのAbout ASU Onlineのページを参照し
ている。https://asuonline.asu.edu/about-us/（2021年９月28日アクセス）

13　Penn State World CampusウェブサイトのAbout Penn State World 
Campusのページを参照している。https://www.worldcampus.psu.
edu/about-us（2021年９月28日アクセス）

14　パデュー大学ウェブサイトDepartment of Biological Sciencesの
ページを参照している。https://www.bio.purdue.edu/People/profile/
retrovir.html（2021年９月27日アクセス）

15　パデュー大学ウェブサイトのWelcome to the University Senateを参
照している。https://www.purdue.edu/senate/（2021年９月27日アクセス）

16　パデュー大学ウェブサイトのNewsを参照している。https://
www.purdue.edu/newsroom/releases/2018/Q1/purdue-announces-name-
for-new-public-university-purdue-university-global-to-serve-working-
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adults,-online.html（2021年９月28日アクセス）
17　パデュー大学ウェブサイトのNewsを参照している。https://

www.purdue.edu/newsroom/releases/2018/Q1/transaction-complete-for-
purdue-global.html（2021年９月28日アクセス）
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付表　2000年-2016年　アメリカ大学合併一覧（99校）
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　　　 出典：Ricard et al. 2019: 248-57を基に中村が加工。紙幅の都合で合併元機関名は非掲載。




